CRPD第27条・一般的意見案へのコメント（2021年12月）No.１６
　　障害者権利条約第27条に関する一般的意見草案へのレダー・ヴェルクステッテン
（Ledder Werkstatten gGmbH）（ドイツ）ワークショップ協議会の意見
（JD仮訳）
　障害者権利委員会は、労働及び雇用への障害者の権利に係る第27条の一般的意見草案のパラグラフ95（g）で、シェルタード・ワークショップ（以下、ワークショップ）を迅速に「廃止する」ことを勧告している。ワークショップ協議会（workshop council）として、わたしたちは、この勧告について見解を述べる。この要請によって直接影響を受ける者として、わたしたちの意見を提示した。
　　　　　　「わたしたちのことはわたしたち抜きで決めてはならない。」
　ワークショップの利用者から構成され、レダー・ヴェルクステッテンの障害者の利益を代表する、ワークショップ評議会として、わたしたちはワークショップの廃止にはっきり反対する！
　ワークショップは、障害者のインクルージョンを妨げるとしばしば主張される。レダー・ヴェルクステッテンのワークショップ評議会として、わたしたちはこの主張に反論する。何故なら、それとは別の理解をしているからである。重度の障害がある人びとにとって、ワークショップはしばしば労働と社会生活に参加する、つまり社会に包摂される唯一の方法である。
　ワークショップ利用者として、わたしたちは自らをインクルーシブな労働市場の一部と理解している。ワークショップでは、わたしたちは一人ひとりの技能レベルに基づき、異なる領域で働く可能性がある。これらの仕事には、製造会社からの受注、ワークショップが所有するカフェや食料品店、その他多くの労働分野の作業が含まれる。
　わたしたち、レダー・ヴェルクステッテンのワークショップ評議会は、ワークショップは、居心地がよく、他で働くことは望まない。たとえ一般労働市場に入りたい同僚がいるとしても、わたしたちの同僚の多くは、同様に考えている。もし一般労働市場で働くことを望む人がいれば、彼または彼女はその目標を達成するよう、ワークショップから支援を受ける。
　同僚のなかには一般労働市場で働き、大きなプレシャーやストレスのために精神疾患を患った者もいる。彼らは、そこに戻ることは望まない。さらにワークショップは、重度・重複障害がある同僚にとっても極めて重要である。ここ北ライン・ウェストファリア（North Rhine-Westphalia）では、重度・重複障害のある人びとのための職場は、ワークショップの一部である。これは、これらの人びとが労働生活に参加する唯一の方法である。
　わたしたちは、政治により受け入れられることを望む。わたしたちおよびわたしたちのワークショップでの労働が尊重されることを要求する！
　わたしたちは、各人が選択することができる、多くの異なる仕事の提供および機会があることを提唱する。そうすれば、すべての人が本人に最も適する方法で労働生活に参加できる。彼らは、ワークショップ、一般労働市場、インクルーシブ企業または、例えば、業務委託した職場のいずれで働くか、あるいは、希望するか、が決められる。わたしたちの意見では、この多様性こそ、インクルーシブな労働市場を特徴づけるものである。しかし、それが機能するのは、個人が異なる選択肢を持てる場合である。ワークショップを排除することで失われるこれらの選択肢のひとつは、多くの障害者にとって適切なものである。
　ワークショップの唯一の役目は、あたかも障害者を一般労働市場に紹介することのようにしばしば主張される。しかし、それは真実ではない！ドイツのワークショップの業務は、一般労働市場への移行を促進することだけではない。それには、果たすべき他の多くの重要な役割がある。これらについては、ドイツの法律（219　SGB IX）で規定されている。ワークショップは、一般労働市場にアクセスできない障害者に適切な仕事(job)を提供する。それに加え、ワークショップは、例えば、職業訓練分野で教育の機会を提供する。ワークショップで多くの新しい仕事を習うことができる。そのほか、保健サービス、読み書きの訓練、運転免許などといった、人としての発達（機会）も提供する。
　ワークショップは、近年向上してきたし、将来さらに発展する。今日、複雑で、多種多様な労働や地域ベースの活動が、ワークショップで障害者により行われている。
　報酬の問題は、繰り返し提起されている。勿論、わたしたちワークショップ評議会としても、ワークショップ利用者の給与状況の改善を望んでいる。しかし、ここにおいても発表（内容）は、しばしば間違っているか、不正確である。この問題は、きわめて複雑であり、理解することが容易ではない。わたしたちはドイツワークショップ評議会連合の「基本賃金（basic money）」の提案を支持する。
わたしたちは、政治家が決定的にこの問題にもっとかかわるよう要求する！政治家は、この問題に責任がある。何故なら、政治の変革を通してのみ、ワークショップにおける障害者の賃金状況が改善されるからである。
　また、わたしたちは、「わたしたちのことは、私たち抜きで決めてはならない」という国連障害者権利条約のモットーに従って、政治的意思決定者がワークショップについて、ワークショップ利用者としてのわたしたちの意見を尋ねるよう要求する。
（翻訳：野村美佐子、佐藤久夫）
